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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 
国名：フィリピン国 案件名：治水行政機能強化プロジェクト 
分野：防災 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：地球環境部 協力金額（2010 年 3 月現在）：計：約 3.7 億円 

先方関係機関：公共事業道路省、治水砂防技術センター 
(英) Department of Public Works and Highways 
 Flood Control and Sabo Engineering Center 

協力期間：2005 年 7 月～2010 年 6 月 

日本側協力機関名：国土交通省 
1－1 協力の背景と概要 
フィリピンは、その地理、気象、地質的条件により自然災害が多発しており、特に台風等による水害や土砂災害

を受けやすい国である。しかしながら、総合的な洪水対策行政を所管する公共事業道路省には、治水・砂防事業を

専管する統一された部局が存在しないために、治水分野においては質・量ともに不十分な状態が続いてきた。 
このような背景のもと、フィリピン政府は、DPWH（公共事業道路省）に FCSEC（治水・砂防技術センター）を

設立し、治水・砂防技術の能力強化を目的とした技術協力を日本政府に要請した。フィ国の協力要請に応じ、JICA
は、DPWH ならびに DPWH の現場事務所に所属する技術者の能力強化を目的とした「治水・砂防技術力強化プロ

ジェクト」を 2000 年 1 月から 3 年間にわたり実施した。2002 年 6 月に実施された終了時評価調査においては、ス

テージ 2 として 2 年間の延長期間を設けることが合意された。その後 2004 年 12 月に実施されたステージ 2 の終了

時評価では、これまでの成果を踏まえた同国の治水・砂防行政機能の更なる強化と協力の継続の必要性が認識され、

JICA は 2005 年 5 月に事前調査団を派遣した。両政府の協議の末、2005 年 6 月 2 日に「治水行政機能強化プロジェ

クト」の R/D 署名が行われ、2005 年 7 月から 2010 年 6 月にわたる 5 年間のプロジェクト実施に至った。 
 
1－2 協力内容 

2005 年 7 月から 5 年間にわたり、フィ国の技術者の研修、実験研究等の人材育成活動を担う治水砂防技術センタ

ー（FCSEC）や公共事業道路省（DPWH）の地方職員に対して、治水・砂防技術に係る計画から設計、施工監理、

維持管理に関する技術基準やマニュアル等の整備を通して、治水・砂防技術の能力強化を図る。 
(1) 上位目標    ：FCSEC で作成した技術基準、指針、マニュアルに沿って、より効果的かつ適切に設計され

た治水・砂防構造物／施設が DPWH によって実施される 
(2) プロジェクト目標：DPWH の治水行政機能が、研究開発、研修、情報管理システム、パイロットプロジェクト

の実施および内部支援システムの構築により強化される 
(3) アウトプット： 

アウトプット１ 
パイロットプロジェクトが、技術基準、指針、マニュアルを活用して実施される 

アウトプット２ 
調査研究が、技術基準、指針、マニュアルの開発・改訂および治水・砂防の効果的な対策の評価のため

に実施される 
アウトプット３ 

研修プログラムを通じて DPWH 職員の治水・砂防に関する知識と技術が向上する 
アウトプット４ 

DPWH のより効果的な治水行政機能のために、情報管理システムが構築される 
アウトプット５ 

治水・砂防技術分野に関する技術および組織の発展を確保するための内部支援メカニズムが構築される
 
1－3 投入（2010 年 2 月まで：総投入額 約 3.7 億円） 
日本側：長期専門家派遣  6 名  資機材供与     約 10,557 千円 

短期専門家派遣 12 名  ローカルコスト負担 約 13,245 千円 
    研修員受入    8 名 
フィリピン側：カウンターパート配置  延べ 27 名 

土地施設提供         執務室 
ローカルコスト     ローカルコスト負担 約 95,013 千円 

パイロットプロジェクト  約 102,175 千円 
２．終了時評価調査団の概要 
調査者 1. 中曽根愼良（団長）JICA 地球環境部 水資源・防災グループ 防災第一課長 

2. 栗林大輔（河川技術）独立行政法人土木研究所水災害・リスクマネジメント国際センター  
主任研究員 
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3. 藤平大（砂防技術）国土交通省 国土交通省大臣官房 監察官 
4. 小野済（評価計画）JICA 地球環境部 水資源・防災グループ 防災第一課 課員 
5. 久保英之（評価分析）グローバルリンクマネージメント（株）社会開発部 研究員 
6. Mr. Domingo C. Rosario, Engineer III, the Development Planning Division, Planning Service Department, 

DPWH 
7. Ms. Madelyn B. Loyola, Engineer III, the Development Planning Division, Planning Service Department, 

DPWH 
調査期間 2010 年 2 月 9 日～2010 年 2 月 25 日 評価種類：終了時評価 
３．評価結果の概要 
3－1 実績の確認 
アウトプット１： 

二つのパイロットプロジェクトで治水に係る計画・設計・建設（護岸、水制）が完了し、現在は維持管理が行わ

れている。一つ（砂防ダム）は建設中となっているが、プロジェクト終了時までに完成する予定で実施中となって

おり、成果指標の達成は概ね見込まれる。 
パイロットプロジェクトの「計画」・「設計」は、日本人専門家の指導・助言を得ながら FCSEC 技術者が担い、

「建設」は日本人専門家・FCSEC 技術者の指導・助言を得ながら、当該地域の現場事務所・建設業者が実施して

きた。パイロットプロジェクトを統括する FCSEC 技術者によれば、パイロットプロジェクト実施に際して、JICA
治水・砂防技術力強化プロジェクト（2000 年～2005 年実施）において作成された 8 つの技術指針・マニュアルが

活用された。 
本プロジェクトの 大の特徴は、DPWH（FCSEC）の技術者が治水事業の全過程（すなわち、計画・設計・建設

/施工・維持管理）に直接関与した点にある。治水分野におけるこれまでの援助事業では、援助機関が先進国のコン

サルタントに計画・設計を依頼していたため、DPWH 技術者が治水事業の M/P・F/S 策定作業を担うことはなく、

フィリピン人技術者は計画・設計に係る知見を蓄積してこなかった。本プロジェクトにおいて実施した Kinanliman
川の治水工事は、DPWH（FCSEC）技術者が直接 M/P・F/S 策定過程に関与した 初の機会であり、事業実施を通

じて、本パイロットプロジェクトに従事した FCSEC 技術者は M/P・F/S 策定に係る知識と技術力を大幅に向上させ

た。 
 

アウトプット２： 
08 年 10 月に技術指針・マニュアル改訂作業のための技術作業部会が結成され、現在に至るまで、提案・改訂作

業が行われており、また技術指針・マニュアルの使用・適用に係る技術報告書が 4 種類作成されている。さらに現

場事務所・地方自治体からの要請に基づき、治水に係る実態調査などの技術協力が実施され、実地に見合った低価

格の治水構造物の建設材料として、ソイルセメントが導入され、現場事務所への技術移転が行われている。このよ

うな状況に鑑み、成果指標はほぼ達成していると考えられる。  
また、これまでに、治水構造物の効果や影響を評価するための水理実験が 6 回、低コスト治水構造物の適性を評

価するための実験が 4 回、その他の治水に関わる評価実験が 6 回、水理実験棟を利用して実施された。この中には、

パイロットプロジェクトで提案された治水構造物の評価実験も含まれており、その実験結果は、各パイロットプロ

ジェクトの計画・設計・施工に反映されている。一連の実験を通じて、FCSEC 技術者は、実験に係る計画・設計・

準備・データ収集の方法を習得し、日本人専門家の指導なしに実験を行える水準に到達している（但し、複雑な実

験の場合には、日本人専門家の助言を必要とする場合もある）。 
なお、フィリピン政府の行政機構において、FCSEC は治水技術を取り扱う唯一の機関であり、昨今、FCSEC の

存在が広く認知され始めていることから、公共事業道路省の現場事務所や地方自治体からの治水対策事業に係る調

査依頼が増加している。 
 

アウトプット３： 
これまでに、4 分野 22 コースの研修事業が実施され、のべ 558 名の現場事務所技術者が参加し、それぞれのコー

スで成果指標数以上の事務所が受講している。加えて、プロジェクト終了時までに 2 コースが実施される予定であ

る。研修は、当初、日本人専門家がコース内容を企画したが、2 回目以降は FCSEC 技術者が企画実施を担ってい

る。講師陣には、FCSEC 技術者・日本人専門家に加え、パイロットプロジェクトの施工管理を担った現場事務所

の技術者も加わっている。また 22 コースのうち、6 コースについては、公共事業道路省の評価担当が研修実施 1
年後に事後評価を行っている。評価は、研修参加者およびその上司に対して、質問票を用いて行われた。評価対象

コースの全参加者は 140 人で、このうち、質問票への回答をした参加者は 103 名（74%）であった。このうち現在

も治水関連事業に従事していると回答した研修参加者は 80%、研修参加により実務能力が向上したと回答した研修

参加者の上司は 85％であり、多くの研修参加者が研修成果を実務に活かしているものと考えられる。 
 

アウトプット４： 
治水構造物に関する全国規模のデータ収集を目的として、FCSEC は地域毎の行政地図を全国 138 ヵ所の現場事

務所に配布し、担当区域内にある治水構造物の位置と種類等に関する情報を 2006 年末までに収集した。さらに 2009
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年には、情報更新のため 180 以上の現場事務所に対して質問票を送付し、62%の事務所から回答を得ている。これ

らのデータは、エクセルファイル形式で電子保管されており、図面および写真についてはハードコピーが保管され

ており、データの更新は 2～3 年毎に行われる予定である。 
FCSEC にある図書室は、以前、資料整理が行われていなかったが、現在では、全資料が項目ごとに整理されて

おり、また、電子情報化が行われ、検索システムが構築されている。 
また、PDM１に沿った治水技術に関する情報共有・提供として、水理実験結果に関するセミナー開催（2 回）、

他機関が開催するワークショップへの参加、ニュースレターの発行（4 回）、プロジェクト報告書の国家経済開発

庁（NEDA）提出、National Flood Management Framework Plan 策定と国家災害調整委員会（NDCC）閣僚会合での発

表、FCSEC 技術者の日本の機関である水災害・リスクマネジメント国際センター（ICHARM）派遣、などの活動

が実施された。 
以上のことから情報管理システムの構築の成果目標は達成していると考えられる。 
 

アウトプット５： 
治水行政における FCSEC の発展を確保するため、合同調整委員会およびテクニカルワーキンググループ（TWG）

などの内部メカニズムが作られた。合同調整委員会は、プロジェクト全体のモニタリングを目的とし、これまでに

会合が 6 回開催されている。一方、TWG は、パイロットプロジェクトの実施に係る諸問題について議論すること

を目的とし、これまでに会合が 8 回開催されている。また DPWH は、2008 年から全国 12 河川流域の M/P・F/S 策

定作業への取り組みを開始した。現在、この作業は治水分野における DPWH の主要調査事業となっている。2010
年 2 月 1 日、DPWH は通達によって当該 M/P・F/S 策定作業に係る運営委員会・技術諮問部会を設置した。運営委

員会の委員長は計画局次官補、副委員長は FCSEC 所長である。一方、技術諮問部会の部会長は FCSEC の部長、さ

らに技術者 1 名がメンバーとして参画している。このことから、フィリピン政府の治水行政を担当している上位機

関である DPWH の中で FCSEC が重要なポジションを担う政策決定が成されていると言える。 
一方で、FCSEC は、DPWH の組織体制の中で Project Management Office という位置づけであり、基本的には、

恒久化された組織ではないという前提である。この状況を改善するため、FCSEC・プロジェクト・日本大使館は、

合同調整委員会において、DPWH 合理化プロセス において FCSEC の恒久化を確立するよう常に意見を表明してき

たが、2010 年 2 月時点において、実現されていないため、引き続き恒久化にかかる必要性や重要性について申し入

れることが必要となる。 
 

プロジェクト目標： 
本プロジェクトでは、パイロットプロジェクトの実施を通じて M/P および F/S 策定を 3 河川で実施し、FCSEC

の担当技術者は、計画策定から治水構造物の設計・施工・維持管理までの全工程を担ってきたため、小規模河川規

模の治水対策であれば、自らの判断で一連の作業を主導していける段階にまで技量が向上している。特に、パイロ

ットプロジェクト（アウトプット１）および調査研究（アウトプット２）を担当した技術者の技量はプロジェクト

実施を通じて飛躍的に向上している。また、2002 年に竣工した水理実験棟における実験研究では、特定の FCSEC
技術者が日本人技術者からの指導を一貫して受け続けてきたことにより、通常の水理実験であれば FCSEC 技術者

が独自で実験の計画、設計、建設、実施、データ収集・分析を行える段階にまで到達している。 
また FCSEC が策定した技術指針・マニュアルの使用状況を確認するため、現場事務所に対して質問票を送付し

た。調査期間の制約から、調査団の訪問時点における回答数は 10 であり、回答数が少ないため全国の平均的実態

を表しているとは言い難いが、10 の回答のうち、8 の現場事務所が一つ以上の技術指針・マニュアルを参照してい

るとの回答があった。また三つのパイロットプロジェクトの現場事務所では、本マニュアルを活用してそれぞれの

治水構造物建設が実施されており、FCSEC が策定した技術指針・マニュアルが適切な治水構造物建設のために現

場事務所で活用されている実情はあるものと推察される。 
このようなことから、フィリピン政府（DPWH）の治水行政において技術的蓄積を担う唯一の組織である FCSEC

の技術水準は、治水行政の政策決定に影響を及ぼす主要因の一つになるまで到達しており、この調査結果を勘案す

るとプロジェクト目標は達成されていると判断できる。 
 

上位目標： 
Kinanliman 川のパイロットプロジェクトを担当したケソン第一現場事務所では、パイロットプロジェクト終了

後、技術指針・マニュアルに沿った治水構造物の建設を独自に行っている。当該現場事務所がパイロットプロジェ

クト以前に建設した堰堤は、計画・設計を行わず、他河川の堰堤設計図を使用していたことを考えると、パイロッ

トプロジェクト実施の結果、ケソン第一現場事務所の技術者は、技術指針・マニュアルを使いこなす技量を着実に

高めたと言える。また質問票調査の結果によれば、FCSEC が策定した技術指針・マニュアルに沿った治水構造物

建設の事例が存在することが確認されたが、技術指針・マニュアルの初版が 2005 年までに配布されていることを

考えると、現在の状況は十分に普及したとは言えない状況である。しかし、FCSEC の技術力が飛躍的に高まり始

めたのはパイロットプロジェクトを開始した 3 年前からであり、今後、FCSEC の知名度向上と並行して、FCSEC
策定の技術指針・マニュアルを活用した治水構造物の建設数は徐々に増加していくものと考えられる。 
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また FCSEC は、National Flood Management Framework Plan を策定し、2006 年 2 月 28 日の国家災害調整委員会

（NDCC）閣僚会合で発表した。但し、本計画は正式な承認を得るには至っていない。 
一方で FCSEC は、National Flood Management Framework Plan を策定し、2006 年 2 月 28 日の NDCC 閣僚会合で発

表したが、本計画は正式な承認を得るには至っていない。現在、FCSEC は Project Management Office という位置づ

けということもあり、FCSEC が継続して治水分野に係る政策提言を行うためにも、まず組織の恒久化が必要であ

ると考えられる。 
 

3－2 評価結果の要約 
(1) 妥当性 
本プロジェクトの妥当性は極めて高いと判断した。その根拠は以下の通りである。(a)フィリピンは洪水・斜面崩

壊・土砂流出などの災害が極めて多い国であり、これらの損失を抑えるためには、治水行政が適切に機能すること

が極めて重要である。(b)プロジェクト目標・上位目標は、フィリピン政府の国家政策である中期公共投資プログラ

ム（2005-2010 年）、および、DPWH 戦略計画（2004-2010 年）に合致している。(c)適切な治水行政を遂行するた

めには、治水計画・設計・施工・維持管理のすべてにおいて知見を持つ人材が必要であり、総合的な知見を持つ治

水技術者を育成する本プロジェクトの意義は極めて高い。(d)本プロジェクトでは、諸活動を FCSEC 技術者がイニ

シアチブを取って実施するというアプローチを採用したが、これはプロジェクト目標を達成する上で妥当なアプロ

ーチであると考えられる。(e)プロジェクト目標・上位目標は、2008 年に策定された日本政府の対フィリピン援助

政策に合致している。 
 

(2) 有効性 
本プロジェクトは、5 つのアウトプット達成によりプロジェクト目標が達成されていることから、有効性は高い

と判断した。まず、本プロジェクトの目標は DPWH における治水行政機能強化であるが、既述の通り、FCSEC 技

術者の能力向上は顕著であり、その意味において、DPWH の治水行政機能は着実に強化されていると結論づけられ

る。また、5 つのアウトプットの中でも、特にアウトプット１の地方のサイトであるパイロットプロジェクトの実

施、アウトプット２の水理実験、技術指針・マニュアル改訂作業による技術のスタンダード化、現場事務所・地方

自治体への技術援助、およびアウトプット３の地方職員向けの研修が、地方職員を含めた DPWH の包括的な治水

行政能力強化を目指すプロジェクト目標の達成に大きく貢献した。またアウトプット４及び 5 を通して、一部成果

目標を達成していない部分もあるが、その活動過程において内部支援システムが構築され、プロジェクト目標の達

成に貢献した。 
 

(3) 効率性 
本プロジェクトは、投入において一部課題があったものの、アウトプットは概ね満足できる水準であることから、

効率性は高いと判断した。まず、日本側の投入に関わる点としては、アプトプット１のパイロットプロジェクト実

施に際して、FCSEC 技術者に対する技術移転のため、日本人専門家が FCSEC 技術者に助言・指導を行い、FCSEC
技術者が現場事務所の技術者を指導するという方法を取った。この方法は、FCSEC 技術者が、学ぶと共に指導す

るという二つの役割を同時に担うことにより、知識の習得および技量の向上を効率的に進めることに繋がったと考

えられる。 
フィリピン側投入に関わる点としては、C/P の不足および予算執行の遅れという投入の問題があったが、配置さ

れた C/P 及び日本人専門家の関係が良好であり、上記の通り効率的にプロジェクトが実施できたため、本プロジェ

クトのアウトプット１～４は十分に達成され、アウトプット５についても一定の成果が確認されている。一方で、

Project Management Office であるため、C/P 技術者の待遇も所長・部長を除いて契約ベースであり、現在の技術者ポ

ストがプロジェクト終了後も継続して維持されるという保証もないため、FCSEC 技術者がプロジェクトで得た成

果を継続するためにも早急な改善が必要となっている。 
 

(4) インパクト 
本プロジェクトによる正の波及効果は多分野にわたり、一方で、負の波及効果は生じていないことから、インパ

クトは大きいと判断した。まず、パイロットプロジェクトを実施したケソン第一現場事務所では、習得した技術を

用いて独自に治水構造物の建設を行っており、他の現場事務所においても、少なくとも 4 ヵ所において技術指針・

マニュアルを参照して治水事業が実施されている。次にプロジェクト期間中において、DPWH が行う全国 12 河川

流域の M/P・F/S 策定作業において FCSEC が中心的な役割を担うことが決定された。これは、FCSEC が治水行政

の中核的組織として主要な役割を担うことを上位機関である DPWH によって決定されたものと言える。また、

Kinanliman 川のパイロットプロジェクトでは、現場において三つの波及効果が観察された。一点目は、現場事務所

の技術者が、治水計画・設計・施工・維持管理という一連の作業に関する知識を習得し、技量を高めたこと。二点

目は、2009 年 9 月 26 日の大規模台風の際にも洪水が発生せず、近隣住民は避難さえする必要がなかったこと。三

点目は、市役所の技術担当者も FCSEC による技術的支援を高く評価し、維持管理における協力を検討しているこ

とである。さらに、Santa Fe 川のパイロットプロジェクトでは、ソイルセメントという低コストかつ環境への負荷
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が低い材料が使用され、現場事務所技術者の高い評価を得た。 
 

(5) 自立発展性 
本プロジェクトでは、前提条件である「FCSEC の恒久化」が終了時評価の時点においても満たされていないこ

とから、本プロジェクトを通じて得られた成果の自立発展性について、現時点（2010 年 2 月）での判断は困難であ

る。FCSEC の恒久化が実現した場合、技術者の立場は契約職員から正規職員となり、かつ中長期にわたる戦略的

な技術者育成が可能となるため、自立発展性は高まる。一方、恒久化が実現しない場合、プロジェクト終了後も、

恐らく 2～3 年は 12 河川の M/P および F/S 作業のために FCSEC 組織は存在し続けられると推測されるが、その後

については不明である。場合によっては、FCSEC は解散し、これまでに蓄積された知見・技能が離散してしまう

可能性もある。このような事態が想定されるとしたら、自立発展性は極めて低いと言わざるを得ない。また、たと

え FCSEC 組織の恒久化が実現したとしても、DPWH 合理化の過程で技術者のポストが減ることは必須である。こ

の際、熟練技術者が FCSEC の正規職員として残ることが肝要である。FCSEC の組織恒久化が実現しても、高い技

量を持つ熟練技術者がポストを得られない場合には、これまでに得られた成果は流出することとなり、高い自立発

展性は持ち得ない。また、本プロジェクトで外部条件である「維持・運営費の適時負担」がプロジェクト期間中に

おいて適時に状況改善が行われなかった点についても、自立発展性を阻害する要因となり、プロジェクト終了後に

改善が望まれる。 
 

3－3 効果発現に貢献した要因 
(1) 計画内容に関すること 
特になし 
 

(2) 実施プロセスに関すること 
フィリピン人技術者・日本人専門家の間でコミュニケーションギャップが生じることはなく、プロジェクトの運

営・モニタリングは極めて適切に行われてきた。具体的には、日常的に行われるインフォーマルなコミュニケーシ

ョン、毎月開かれるフォーマルな会議、パイロットプロジェクトや水理実験などの現場作業を通じた実務的コミュ

ニケーションにより、意思疎通が円滑となり、相互信頼関係が醸成されてきた 。 
 
3－4 問題点及び問題を惹起した要員 
(1) 計画内容に関すること 
特になし 
 

(2) 実施プロセスに関すること 
プロジェクト活動は、当初計画よりも遅延が見られる。主な遅延の理由は、C/P の不足、およびパイロットプロ

ジェクトに関する予算執行の遅れである。例えば Santa Fe 川の砂防ダム施工については、2009 年 10 月に予算の一

部執行を認める予算執行令が公布されたばかりであり、現在人員を集中させて施工中となっている。 
 
3－5 結論 

終了時評価実施時点において、アウトプットおよびプロジェクト目標の達成度は自立発展性の側面を除き十分な

水準に達している。特筆すべきは、前プロジェクトから継続した支援により、FCSEC 技術者の知識・技量が大幅

に向上、定着したのみならず、パイロットプロジェクトを通じて計画・設計・施工・維持管理の全過程を理解し、

なおかつ地方の技術者に対して技術的指導が可能な人材が誕生したという点である。彼らの存在は、フィリピンに

おける治水行政において真に貴重な財産であると言えよう。FCSEC の恒久化が実現されれば、自立発展性の問題

も解決され、上位目標の達成も十分に見込まれる。 
 

3－6 提言 
評価結果を踏まえ、本終了時評価団はプロジェクト関係者に対して以下の提言を行った。 
 政策的側面：FCSEC の持つ知見・技術を、プロジェクト終了後も永続的に治水行政の中で活かすため、DPWH
および政府関係機関は FCSEC の組織恒久化を実現する。 

 組織的側面：技術者の能力向上を実現するため（下記参照）、DPWH は適切な数の技術者ポストを FCSEC に

割り当て、事業予算を確保する。さらに、これらの技術を組織内で保持するため、熟練技術者および中堅・若

手が共に事業に携わり、技術が着実に次世代へと受け継がれていくシステムを構築する。 
 Master Plan および Feasibility Study：FCSEC 水理実験棟の有効活用のため、DPWH は、全国 12 河川の M/P・F/S
策定過程において、水理実験による治水構造物試験の実施予算を計上する。 

 技術的側面：治水計画から設計・施工・維持管理までの全工程についての知見・技術を持つ技術者を育成する

ため、FCSEC および DPWH は、各技術者が河川事業において計画から維持管理までを担当できるような人事

システムを構築する。また、この過程において、技術者はコンサルタントに業務を一任するのではなく、自ら
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現場に足を運んで調査に参画し、図面を描き、施工・維持管理の陣頭指揮を執る機会を設ける。 
 日本人専門家による技術支援：全国 12 河川の M/P・F/S 策定作業において、FCSEC は全般的な作業監理をす

る立場にあるが、当該 12 河川の流域規模は本プロジェクトが対象としたパイロットプロジェクトの河川規模

よりも大きいため、場合によっては、FCSEC 技術者の知見・技術では対応できないケースが発生する可能性

もあり得る。このような事態に備え、JICA は、必要に応じて日本人専門家による FCSEC 技術者への助言が行

えるよう調整しておく。また、このような役割を担う日本人専門家は、治水に関する総合的な技術的知見を保

持すると同時に、FCSEC 技術者との間に信頼関係を築くコミュニケーション能力を持つ人材とする。 
 
3－7 教訓 
本プロジェクトの経験を通じ、類似の他案件にも適用し得ると考えられる教訓は以下のとおりである。 
 治水対策のような自然物である河川を対象とした技術には、個々の河川の特性や構造物に関わる河川の現象を

把握し、個々の河川に応じた柔軟な対応・技術力が求められる。そのためには、計画・設計・施工・維持管理

という一連の流れに関する系統的な知識を身につけ、これらの知識に基づいた実践経験を培うことが重要とな

る。特に FCSEC のように国の治水行政において技術の指導的立場にある組織には、治水計画・設計・施工・

維持管理のすべてにおいて知見を持つ人材が必要であり、このような総合的な知見を持つ治水技術者を育成す

るためにも、プロジェクトを通して一連の作業において実践的経験を培うことが重要となる。 
 

 

 vi



Summary of Terminal Evaluation 
1. Outline of the Project 
Country : The Republic of the Philippines Project title : Project for Strengthening the Flood Management 

Function of DPWH 
Issue/Sector : Disaster Management Cooperation Scheme : Technical Cooperation Project 
Division in Charge : Global Environment 
Department 

Total cost（As of May. 2010） 
Total: about 375Million JPY 

Partner Country’s Implementing Organization： 
Department of Public Works and Highways (DPWH) 
Flood Control and Sabo Engineering Center (FCSEC) 
Supporting Organization in Japan：Ministry of Economy, Trade and 
Industry (METI) 

Period of Cooperation : Jul. 2005 –Jun. 2010 

Related Cooperation： 
1-1  Background of the Project 

The Government of the Philippines requested the Government of Japan to undertake a technical cooperation project in 
order to develop the capacities of flood control and sabo engineers by means of establishing the Flood Control and Sabo 
Engineering Center (FCSEC) within Department of Public Works and Highways (DPWH). In response to the request, Japan 
International Cooperation Agency (JICA) launched the project for Enhancement of Capabilities (ENCA) in flood control and 
sabo engineering of DPWH with its aim to enhance the capacities of the engineers of DPWH regional offices. The ENCA 
project operated for the period of three years from January 10, 2000 to January 9, 2003, and following the recommendations 
made by the terminal evaluation in July 2002, DPWH and JICA agreed to extend the project as ENCA Stage Two until June 
30, 2005. 

Based on the recommendation made by the terminal evaluation for ENCA Stage Two, JICA dispatched the Preparatory 
Study Team to the Philippines in May 2005. As a result of the Preparatory Study, the project for Strengthening the Flood 
Management Function of DPWH (hereinafter referred to as “the project”) was proposed and the Record of Discussions (R/D) 
was signed on June 2, 2005. The project was launched on July 1, 2005, and will be completed on 30 June 2010. 

 
1-2  Project Overview 
(1) Overall Goal: More effective and appropriately designed flood control and sabo structures/facilities are implemented by 

DPWH in accordance with the technical standards, guidelines and manuals. 
(2)  Project Purpose: The flood management function of DPWH is strengthened through research and development, training, 

information management, implementation of pilot projects and creation of the internal support 
mechanism. 

(3)  Output : 
Output 1 

Pilot projects are implemented using the technical standards, guidelines and manuals. 
Output 2 

Research is conducted for developing/updating technical standards, guidelines and manuals; and assessing 
efficient countermeasures for flood control and sabo. 

Output 3  
Improve knowledge and skills of DPWH engineers on flood control and sabo through training programs. 

Output 4 
Information Management System is established for a more effective flood management function of DPWH. 

Output 5 
The internal support mechanism is created to sustain the development of technology and organization in the field 
of flood control and sabo engineering. 

 
1-3  Inputs (As of Feb. 2010) 
＜Japanese side＞ 

Long-term expert  6  Provision of equipment App. JY10,557 thousand 
Short-term expert 12  Operational cost App. JY13,245 thousand 
Acceptance of trainees in Japan 8 

＜Philippines side＞ 
Counterparts  27 (including those who were replaced during the project) 
Provision of facilities Administrative and dormitory buildings 
Operational cost  For local operation App. JY  95,013 
   For pilot project  App. JY 102,175 

2.  Evaluation Team 
Members 
of 
Evaluation 
Team 

1. Mr. Shiro Nakasone (Leader) Director, Disaster Management Division1, Water Resource and Disaster 
Management Group, Global Environment Department, JICA 

2. Mr. Daisuke Kuribayashi (Technical Advisor for Flood Control) Senior Researcher, Public Works Research 
Institute, International Centre for Water Hazard and Risk Management 
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3. Mr. Masaru Tohei (Technical Advisor for Sabo) Inspector, Minister's Secretariat, Ministry of 
land ,Infrastructure, Transport and Tourism 

4. Mr. Wataru Ono (Evaluation Planning) Deputy Assistant Director, Disaster Management Division1, Water 
Resource and Disaster Management Group, Global Environment Department, JICA 

5. Mr. Hideyuki Kubo (Evaluation Analysis) Global Link Management Co., Ltd. 
6. Mr. Domingo C. Rosario, Engineer III, the Development Planning Division, Planning Service Department, 

DPWH 
7. Ms. Madelyn B. Loyola, Engineer III, the Development Planning Division, Planning Service Department, 

DPWH 
Period of 
Evaluation 

9 Feb. 2010 – 25 Feb. 2010 Type of Evaluation: Terminal evaluation 

3.  Results of Evaluation 
3-1  Summary of Project Accomplishment 
Output 1: 

Three pilot projects have been implemented for the purpose of capacity building of engineers at FCSEC and DEO by 
applying TSG/Manual. Two of pilot projects have been already completed, and the other is under construction (It will be 
completed by the end of this project) In the course of the project implementation, FCSEC engineers have been fully involved 
in a series of professional work such as; planning (M/P and F/S), designing and construction supervision. According to the 
engineers involved, eight TSG/Manual were frequently referred to during the implementation of the pilot project. 

It should be noted that the case of Kinanliman river is the very first experience of DPWH/FCSEC to develop M/P and F/S 
for flood control through the direct involvement of their engineers (the Santa Fe case is the first hands-on experience for sabo 
dam construction). With the technical guidance provided by Japanese experts, the engineers involved in the work have largely 
improved their understanding and skills on the M/P and F/S development and acquired knowledge and skills on a new type of 
countermeasures. 
 
Output 2: 

Since October 2008, the revision process of the TSG/Manuals that were produced during the first phase JICA project (i.e. 
ENCA) has been undertaken. Weekly technical meetings have been organized in which staff from FCSEC, BOD, BOC, PS, 
BORS and BOM participate. In the meetings, participants examine sentence by sentence in each of TSG/Manual and revise 
them so as to make them more comprehensive in content and user friendly in expression. Then four kind of technical report 
regarding TSG/Manual have been made by FCSEC so far. Moreover, based on request from district office, Soil Cement 
Method has been introduced as economical method and implemented technical transfer to district officers. 

A range of research experiments have been conducted at the Hydraulic Laboratory in order to assess the appropriateness of 
countermeasures for flood control and to experiment proposed low-cost structures. In total, 16 experiments were conducted 
during the project period in which 6 were for the former purpose and 4 were for the latter including the assessment of soil 
cement techniques. The results of the experiments for the assessment of proposed countermeasures at three pilot sites were 
reflected to the actual operations of the pilot projects. It should be noted that planning, designing, development and data 
collection of the research experiments can now be managed by FCSEC engineers unless experiments are too complicated. 

 
Output 3: 

So far 22 training courses have been organized for four major topic areas and the number of total participants is 558. The 
result of the ex-post evaluation that was conducted by DPWH one year after the training implementation for 6 training courses 
includes (the total number of training participants is 140 for the 6 courses and interviewees of the ex-post evaluation were 103; 
i.e. 74% of the total participants): (a) 36% of participants say they apply knowledge in their current work much/very much 
which they learned during the course and 59% say they apply skills; and (b) 85% of participants’ supervisors say the training 
has improved overall performance of the trainees by a large extent. 

 
Output 4: 

For gathering data on flood control inventory throughout the country, the project/FCSEC distributed a jurisdiction map to 
138 DEOs nationwide in 2006 and requested them to provide with location and concerned data of existing flood control 
structures within their coverage area. The response rate was 100% for the first inventory. The second round of data collection 
(i.e. data updating) was conducted in 2009. The rate was 62% for the second time. These data are incorporated into the electric 
file in the excel format and drawings and photographs are stored as a hard copy. It is expected that data updating operation 
will be conducted every 2-3 years. 

The library at the FCSEC building was upgraded. Books and materials concerning flood control have been stored 
pertinently, the list of these books and materials was elaborated and a computer retrieving system was developed. 
 
Output 5: 

Internal mechanisms of supporting and elaborating effective functioning of FCSEC for flood control with the support of 
concerned branches of DPWH have been created through the establishment of JCC and TWG. JCC has been convened for 6 
times as of February 2010. Overall monitoring of the project activities and their progress is the main topic of discussion. TWG 
has been organized for 8 times and addressed issues on pilot project implementation. 

DPWH launched the preparation process of M/P and F/S for 12 river basins nationwide and created a steering committee 
and technical working group for the conduct of M/P and F/S. In the steering committee, Head of FCSEC serves as 
vice-chairperson. In the technical working group, project manager of FCSEC serves as chairperson and one engineer is a 
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group member. 
The status of FCSEC is “Project Management Office”, which implies that the Office might be closed upon the project 

termination. FCSEC/JICA/Embassy of Japan have repeatedly expressed the requirement of the FCSEC permanency at JCC 
meetings in order to utilize quality knowledge and skills of FCSEC for addressing flood control issues of the country. 
However, the permanency has not been realized yet. 
 
Project Purpose: 

The interviews to the C/P by the evaluation team revealed that some C/P who have been involved in the pilot project and 
research teams have substantially enhanced their professional capacity through the project implementation. The former 
acquired knowledge and skills in formulating M/P and F/S on flood control on which he could not address before the project 
started, and the latter can now manage the planning, designing and execution of research experimentation at the hydraulic 
laboratory even without external technical advice. When the laboratory was constructed in 2002, he could not manage the 
work at all. Aside from these C/P, the Japanese experts confirmed that most of C/P gradually improved their knowledge and 
skills related to flood control in various fields such as planning, designing, construction supervision, research and information 
management. 

A survey result regarding the use of TSG/Manual by DEO indicates that there are at least several cases in which DEO 
refers to TSG/Manual for planning, designing and construction of flood control structures. 
 
Overall Goal: 

The Quezon 1st DEO, that was in charge of the pilot project implementation at the Kinanliman, has extended flood control 
work at the Kinanliman river with their own initiative beyond the pilot project. DEO engineers, who used to construct flood 
control structures without planning and due designing, are now applying new knowledge and skills which they have learned 
through the pilot project and able to construct more effective and appropriately designed flood control structures in accordance 
with TSG/Manual. 

FCSEC presented the outline and concept of National Flood Management Framework Plan at the NDCC cabinet meeting 
on Feb.28, 2006, which is the highest coordination body for disaster preparedness, disaster operations and rehabilitation from 
disaster. However, the Plan has not yet been taken into considerations officially. 

On the other hand, FCSEC is still tentative Project Office. It is necessary that FCSEC becomes permanent organization so 
that the role of FCSEC will be functioned appropriately in Government of Philippines. 

 
3-2  Evaluation Results 
(1) Relevance 

Relevance of the project is very high based on the following reasons. First, floods, slope failure and debris flow have 
caused loss of more than 700 lives and 8 billion pesos annually in the Philippines so that flood control activities are critically 
important to address the issue. Second, flood control is relevant in the context of national policies in the Philippines including 
the Medium-Term Public Investment Program (2005-2010) and the Strategic Plan of DPWH (2004-2010). Third, the 
identification of project target group is highly appropriate. Principal target group of the project is DPWH staff at the level of 
RO/DEO as well as FCSEC engineers. Since the project purpose is to strengthen technical and administrative capacity of 
DPWH, it is appropriate that their staff at field level are the main target group.  Fourth, an approach adopted in the project is 
highly pertinent for the achievement of project purpose. The project was designed in such a way that Japanese experts build up 
the technical capacity of FCSEC engineers with hands-on experiences and FCSEC engineers then enhance knowledge and 
skills of local DPWH staff at the RO/DEO level. This approach is pertinent in relation to the project purpose as it leads to 
strengthening the capacity of DPWH staff. Fifth, the project is highly relevant to aid policy of the Japanese government. The 
country assistant program for the Philippines stipulates environmental protection and disaster prevention as one of four 
priority areas of cooperation. 
 
(2) Effectiveness 

Effectiveness of the project is high based on the following reasons. First, the project purpose is achieved at the certain 
level in a sense that (1) knowledge and skills of FCSEC engineers have been enhanced to a large extent in terms of planning 
(i.e. MS and F/S), designing and construction supervision of flood control projects (relatively small-scale); research; training; 
and information management compared with their capacity five years ago; and (2) eight out of ten RO/DEO which responded 
to a questionnaire already utilize TSG/Manual that were produced by FCSEC/ENCA. Second, the causal relationship of five 
outputs and project purpose is strong and they contributed toward the achievement of project purpose. Among others, one of 
the most important aspects in the project implementation is the direct involvement of FCSEC engineers in the entire process of 
planning, designing and construction supervision (and maintenance that will be followed in coming months) .This has 
successfully enabled to strengthen the capacity of FCSEC. 

 
(3) Efficiency 

Efficiency of the project is high based on the following reasons. First, four outputs are produced at the satisfactory level 
and one (output 5) at the moderate level at the time of the terminal evaluation. Second, in producing output 1, the strategy of 
the pilot project implementation is very appropriate. Japanese experts (both long-term and short-term) provided technical and 
management guidance and suggestions to FCSEC engineers and the engineers then provided the same to DEO engineers and 
contractors in the field. This strategy has efficiently functioned for FCSEC engineers to digest technical knowledge and 
enhance their skills. Third, shortage of C/P and slow disbursement of local budget negatively affected the effective 
implementation of project activities and the achievement of outputs. In addition, the PMO status of FCSEC also negatively 
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affected the project implementation because the employment of FCSEC engineers is on the temporal basis so that they need to 
worry about a new employment opportunity toward the end of the project. It is likely that the technical capacity of FCSEC 
engineers could have been further strengthened if these obstacles were removed. Despite these difficulties regarding the 
provision of inputs (from the Philippines side), activities have been conducted and outputs are being produced. This is largely 
thanks to strenuous efforts by FCSEC engineers and Japanese experts. It should be noted, however, that the shortage of inputs 
cannot be justified even though activities are conducted and outputs are produced. 
 
(4) Impact 

Impact of the project is high based on the following reasons. First, during the survey by the evaluation team, no negative 
effects are identified or reported that are brought about by the project. Second, the following positive effects are identified: (A) 
some RO/DEO are reportedly using TSG/Manuals produced by FCSEC/ENCA for designing and constructing flood control 
structures within their jurisdiction area; (B) FCSEC plays a crucial role in developing M/P and F/S for 12 river basin 
throughout the country, which is the major study of DPWH at the moment; and (C) the following positive effects are observed 
at respective pilot project sites: a) In the Kinanliman river pilot project, engineers at the DEO have acquired new knowledge 
and skills regarding flood control through the 1st and 2nd phases of the Kinanliman flood control project (which are the pilot 
project supported by the JICA project). They have then applied such knowledge and skills at the 3rd phase of the Kinanliman 
flood control project (which is the DEO’s own work beyond the JICA project). In addition, residents nearby the site highly 
appreciate the construction of the flood control structure as has removed the risk of flood at the site. This was already 
demonstrated on September 26, 2009 when large typhoon hit the area. Residents were no longer required to evacuate but could 
just stay at home. B) In the Santa Fe pilot project, engineers at the DEO have learned cost-effective and low-emission soil 
cement techniques and they now plan to use the technique for the construction of flood control structures. An idea of applying 
the soil cement technique at other DEOs is also emerging. 
 
(5) Sustainability 

Sustainability of the project is ambiguous at the time of the terminal evaluation because the organizational support to 
FCSEC by the government is not clear as of mid-February 2010. If the rationalization plan is endorsed by the government and 
FCSEC holds permanent status, human resource and finance are secured even after the termination of the project. Hence, 
FCSEC could function toward overall goal and sustainability can be considered as high. If the FCSEC permanency is not 
realized, provision of human resource and finance would continue over the next couple of years thanks to the study on 12 river 
basin but the shortage of staff and slow disbursement of budget would prevail as the case of now. Furthermore, the role of the 
FCSEC and its expertise will not be sustained after the termination of the M/P and F/S development unless the permanency is 
realized. There is a serious risk that the enhanced capacity of FCSEC might fade away if the engineers are moved to other 
positions inside or outside DPWH upon the termination of M/P and F/S development process. Sustainability is considered as 
low in such a case. 
 
3-3  The factors that promoted the realization of effects 
(1) Factors that concerning to Planning 

None 
 

(2) Factors that concerning to the Implementation Process 
Project management and monitoring have functioned appropriately. Communication among Japanese experts and C/P has 

been smooth and status and progress of project activities are effectively shared through formal monthly meetings as well as 
informal discussions. All the Japanese experts and C/P mention that project decision making process has been satisfactory 
within FCSEC/the project. FCSEC compiled a project progress report every three months and submitted it to NEDA as a 
formal monitoring report. 

C/P engineers have been seriously and actively involved in the project activities. This perception is supported by all the 
Japanese experts. Questionnaire survey and individual interviews to C/P clearly indicate that the method of technology 
transfer by Japanese experts is very appropriate and all of the C/P, including FCSEC director, appreciate the work and effort 
of the Japanese experts. 

One critical issue is the decision making by DPWH regarding budget disbursement and C/P assignment. With repeated 
requests from FCSEC/the project, these issues are to some extent improved at early 2010. 
 
3-4  The factors that impeded the realization of effects 
(1) Factors that concerning to Planning 

None 
 

(2) Factors that concerning to the Implementation Process 
Due to shortage of C/P and slow disbursement of local budget, the implementation of project activities has been delayed 

compared with the original plan. In particular, the implementation of pilot project activities was affected. The lack of C/P 
assignment also caused the existing C/P to address many different jobs in parallel. Despite such difficulties, all the planned 
activities will be completed by the end of the project. There is one concern, however, that the construction of sabo dam at 
Santa Fe river, one of the pilot project sites, might not be completed by the end of the project if the release of remaining 
budget (5 million pesos) is delayed. 
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3-5  Conclusion 
We conclude the project is very positive overall, at the time of the terminal evaluation, and the five evaluation criteria 

results are favorable, except that sustainability is dependent on the policy choice by the government of the Philippines. 
Furthermore, we find that the enhanced knowledge and skills of FCSEC engineers, which were materialized through their 
actual experiences of the project implementation, are truly precious assets in addressing flood control issues in the Philippines 
as there is no such quality expertise within the country other than in FCSEC. If permanency of FCSEC is realized, 
sustainability would be improved and overall goal would be achieved. 

 
3-5  Recommendations 

 Policy aspect: DPWH and other concerned agencies are strongly requested to make their best efforts to realize the 
FCSEC permanency in order to address flood control issues in the Philippines through the utilization of quality 
knowledge and skills of FCSEC, which are the best capacity in the country. Furthermore, DPWH is requested to pay 
more attention to the importance of addressing flood control and allocate more budget to its activities at the RO/DEO 
level. 

 Technical aspect: FCSEC and DPWH are requested to adopt human resource policy at FCSEC that its engineers acquire 
a range of knowledge and skills regarding flood control from planning to designing, construction supervision and 
maintenance. This has to be materialized through their direct involvement in the actual experiences in the project 
implementation in the field, as the current pilot project is doing. Furthermore, DPWH is strongly advised to effectively 
utilize knowledge and skills that are stored at FCSEC in addressing flood control issues throughout the country. 

 Organizational aspect: In order to ensure capacity building of FCSEC engineers as mentioned above, DPWH and 
FCSEC are requested to allocate a number of positions at FCSEC and secure the budget for its operation. It is also 
suggested that skilled, mid-level and young engineers are working together in order to share quality knowledge and 
skills for future generation in the country. 

 M/P and F/S: In the process of M/P and F/S of the 12 river basin, DPWH is requested to assign FCSEC to be in charge 
of the implementation of M/P and F/S and also to provide fund for modeling and testing proposed countermeasures at 
the Hydraulic Laboratory. 

 Technical advice by a Japanese expert: JICA is requested to support the provision of technical advice by a Japanese 
expert to FCSEC engineers when it is required since the scale of M/P and F/S of the 12 river basin is rather large 
compared with that of the three pilot projects. The expert should hold due capacity in terms of both technical expertise 
and communication skills for the establishment of respectful interpersonal relationships with FCSEC engineers. 

 
3-6  Lessons Learned 

 Capacity building of local engineers in flood control can be more effective if local engineers have direct involvement of 
in the entire process of flood control activities such as planning, designing and construction supervision with technical 
advices by Japanese experts. 

 

 v





プロジェクト位置図 

 

Digmala River 
(Bongabon, Nueva Ecija) 

Santa Fe River 
(Santa Fe, Nueva Vizcaya 

Kinanliman River 
(Real, Quezon) 

 





第1章 終了時評価調査の概要 

1-1 終了時評価調査の背景・目的 
フィリピンは、その地理、気象、地質的条件により自然災害が多発しており、特に台風等による水

害や土砂災害を受けやすい国である。しかしながら、総合的な洪水対策行政を所管する公共事業道路

省には、治水・砂防事業を専管する統一された部局が存在しないために、治水分野においては質・量

ともに不十分な状態が続いてきた。 

このような背景のもと、フィリピン政府は、DPWH（公共事業道路省）に FCSEC（治水・砂防技

術センター）を設立し、治水・砂防技術の能力強化を目的とした技術協力を日本政府に要請した。フ

ィ国の協力要請に応じ、JICA は、DPWH ならびに DPWH の現場事務所に所属する技術者の能力強化

を目的とした「治水・砂防技術力強化プロジェクト」を 2000 年 1 月から 3 年間にわたり実施した。

2002 年 6 月に実施された終了時評価調査においては、ステージ 2 として 2 年間の延長期間を設ける

ことが合意された。その後 2004 年 12 月に実施されたステージ 2 の終了時評価では、これまでの成果

を踏まえた同国の治水・砂防行政機能の更なる強化と協力の継続の必要性が認識され、JICA は 2005
年 5 月に事前調査団を派遣した。両政府の協議の末、2005 年 6 月 2 日に「治水行政機能強化プロジ

ェクト」の R/D 署名が行われ、2005 年 7 月から 2010 年 6 月にわたる 5 年間のプロジェクト実施に至

った。 

本終了時評価調査は、プロジェクト終了に際し、これまでの実績を確認し、必要な提言を行うこと

を目的とした。 

1-2 プロジェクト概要 
（1） 協力期間：2005 年 7 月 1 日～2010 年 6 月 30 日（5 年間） 
（2） C/P 機関：公共事業道路省（DPWH）治水砂防技術センター（FCSEC） 
（3） PDM１概要（2008 年 2 月改訂版） 
 

上位目標 FCSEC で作成した技術基準、指針、マニュアルに沿って、より効果的か

つ適切に設計された治水・砂防構造物／施設が DPWH によって実施され

る 
プロジェクト目標 DPWH の治水行政機能が、研究開発、研修、情報管理システム、パイロ

ットプロジェクトの実施および内部支援システムの構築により強化され

る 
アウトプット 1 パイロットプロジェクトが、技術基準、指針、マニュアルを活用して実施

される 
 2 調査研究が、技術基準、指針、マニュアルの開発・改訂および治水・砂防

の効果的な対策の評価のために実施される 
 3 研修プログラムを通じて DPWH 職員の治水・砂防に関する知識と技術が

向上する 
 4 DPWH のより効果的な治水行政機能のために、情報管理システムが構築

される 
 5 治水・砂防技術分野に関する技術および組織の発展を確保するための内部

支援メカニズムが構築される 
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1-3 評価調査団構成 
 担当分野 氏名 役職 

日本側 

１ 団長 中曽根 愼良 JICA 地球環境部 水資源・防災グループ 防災第一課長 

２ 技術参与 
（河川技術） 

栗林 大輔 
独立行政法人 土木研究所 水災害・リスクマネジメント

国際センター 主任研究員 

３ 技術参与 
（砂防技術） 

藤平 大 国土交通省 国土交通省大臣官房 監察官 

４ 評価計画 小野 済 JICA 地球環境部 水資源・防災グループ 防災第一課 課員

５ 評価分析 久保 英之 グローバルリンクマネージメント株式会社 研究員 

フィリピン側 

１ Ms. Madelyn B. Loyola 

２ Mr. Domingo C. Rosario 

Engineer III, the Development Planning Division, Planning 
Service Department, DPWH 

 

1-4 調査日程 

業務・移動内容 日

順 日付 曜

日 評価分析 団長・評価計画 技術参与 
滞在 

1 2/9 火  マニラ、JICA 打合せ マニラ 
2 2/10 水 終日 FCSEC インタビュー マニラ 

3 2/11 木 午前 FCSEC インタビュー 
午後 DPWH データ収集 マニラ 

4 2/12 金 終日 FCSEC インタビュー マニラ 
5 2/13 土 終日 情報分析・報告書取り纏め 

 

マニラ 

6 2/14 日 午前 報告書取り纏め 
午後 団内打合せ 

 マニラ 
午後 団内打合せ

マニラ 

7 2/15 月 終日 マニラ レアル（ケソン州） 
夕方 DEO 打合せ、現場訪問 

 

レアル 

8 2/16 火 午前 LGU 打合せ 
午後 レアル マニラ  マニラ マニラ 

9 2/17 水 午前 マニラ バヨンボン（ヌエバビスカヤ州） 
午後 DEO 打合せ サンタフェ

10 2/18 木 午前 バヨンボン サンタフェ、現場訪問、LGU 打合せ 
午後 サンタフェ ボンガボン（ヌエバエシハ州）、現場訪問 ボンガボン

11 2/19 金 午前 DEO 打合せ 
午後 LGU 打合せ、ボンガボン マニラ マニラ 

12 2/20 土 終日 報告書取り纏め マニラ 
13 2/21 日 終日 報告書取り纏め マニラ 

14 2/22 月 午前 FCSEC 打合せ 
午後 JICA 打合せ マニラ 

15 2/23 火 午前 DPWH 打合せ 
午後 JICA 打合せ マニラ 

16 2/24 水 午前 JCC 
午後 JICA 打合せ マニラ 

17 2/25 木 マニラ   
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1-5 主要面談者 
組織 氏名 役職 

Ms. Maria Catalina E. Cabral, PhD Assistant Secretary for Planning 

Mr. Melvin B. Navarro Director III, Planning Service 

DPWH 

Ms. Rebecca T. Gatsuta Division Chief, Planning Service 

Mr. Resito V. David Project Director 

Ms. Dolores M. Hipolito Project Manager II 

Mr. Gil I. Iturralde Engineer V 

Mr. Galileo Fortaleza Engineer V 

Mr. Alexander B. Borja Engineer IV 

Mr. Michael T. Alpasan Engineer IV 

Mr. Jessie C. Felizardo Engineer IV 

Ms. Lourdes F. Aninipot Engineer IV 

Mr. Grecil Christpher R. Damo Engineer III 

Mr. Harold Uyap Engineer III 

FCSEC 

Mr. Adolfo Rey Information Technology Officer III 

中村伸也 チーフアドバイザー 

長谷部進一 砂防技術 

プロジェクト 

古川惇一 調整員 

Mr. Alfredo M. Peñamante, Sr District Engineer 第一ケソン 

現場事務所 Mr. Freddie M. Combalicer Project Engineer 

レアル市役所 Mr. Manuel M. Merana Executive Assistant and Municipal Administrator

Mr. Rodolfo M. Torralba, Jr. District Engineer 第二ヌエバビスカヤ

現場事務所 Mr. Glenn Miguel Project Engineer 

サンタフェ市役所 Florante S. Gerdan Mayor 

Mr. Ulysses C. LLado District Engineer 第二ヌエバエシハ 

現場事務所 Mr. Eduardo Hernandez Project Engineer 

ボンガボン市役所 Ms. Amelia Gamilla Mayor 

日本大使館 吉野広郷 二等書記官 

松田教男 所長 

永石雅史 次長 

野村陽子 Project Formulation Adviser 

JICA フィリピン 

事務所 

Mr. Kessy A. Reyes Program Officer 
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第2章 評価の方法 

本終了時評価は、『JICA事業評価ガイドライン（2004 年 1 月：改訂版）』に基づいて実施した。

その骨子は、(1)PDMに基づく評価のデザイン、(2)プロジェクトの実績を中心とした必要情報・デー

タの収集、(3)｢妥当性｣、「有効性」、「効率性」、「インパクト」、「自立発展性」という観点（評

価 5 項目：「 2-3 情報・データ分析方法」で詳述）からの情報・データ分析、(4)分析結果を踏まえ

た提言･教訓の導出、である。 

2-1 評価のデザイン 
評価のデザインを策定するにあたり、R/D、M/M、PDM、PO、業務進捗報告書、その他プロジェ

クト関連文書等に基づき、評価項目案を作成し、評価グリッド（評価調査計画表）に取り纏めた。主

な評価項目は、以下の通りである。なお、本終了時評価の実施に際しては、2008 年 2 月 6 日に改訂

された PDM１を使用した。また、評価グリッドの結果は付属資料 ミニッツ（ANNEX V）に取り纏

めた。 

評価設問 評価 
項目 大項目 小項目 

日本側投入（①長期専門家、②短期専門家、③機材供与、④カウンターパート研修）は計画

通り実施されたか？ 投入の実施状況 
フィリピン側投入（①人員、②建物・施設、③予算）は計画通り実施されたか？ 
アウトプット１：パイロットプロジェクトが、技術基準、指針、マニュアルを活用して実施

されているか？ 
アウトプット２ ：調査研究が、技術基準、指針、マニュアルの開発・改訂および治水・砂

防の効果的な対策の評価のために実施されているか？ 
アウトプット３：研修プログラムを通じて DPWH 職員の治水・砂防に関する知識と技術が向

上しているか？ 
アウトプット４：DPWH のより効果的な治水行政機能のために、情報管理システムが構築さ

れているか？ 

アウトプットの達成状況 

アウトプット５：治水・砂防技術分野に関する技術および組織の発展を確保するための内部

支援メカニズムが構築されているか？ 

プロジェクト目標の達成状況 DPWH の治水行政機能が、研究開発、研修、情報管理システム、パイロットプロジェクトの

実施及び内部支援システムの構築により、強化されているか？ 

実
績
の
検
証 

上位目標の達成予測 FCSEC で作成した技術基準、指針、マニュアルに沿って、より効果的かつ適切に設計された

治水・砂防構造物／施設が DPWH によって実施されているか？ 
活動計画の進捗 活動計画は予定通りに実施されたか？ 
モニタリングの実施 モニタリングはどのように実施されたか？ 

プロジェクト内（専門家, C/P, RO）のコミュニケーションは十分か？ 
コミュニケーション 

プロジェクトと外部機関のコミュニケーションは十分か？ 
意思決定 プロジェクトの計画・実施における意思決定過程は適切か？ 
オーナーシップ プロジェクトに対する C/P・関係行政機関の関心・関与は十分か？ 
技術移転の方法 技術移転の方法は適切か？ 

プロジェクトの実施運営体制は適切か？ 
実施運営体制 

C/P の配置は適切か？ 
C/P の空きポジションおよびパイロットプロジェクト担当のポジションは埋められたか？ 
パイロットプロジェクトの実施予算は増額されたか？ 
FCSEC の恒久化に関する見通しはたったか？ 

実
施
プ
ロ
セ
ス 

中間評価における提言の実施

状況 
水理実験棟の利用改善は進んだか？ 
プロジェクトはフィリピン政府の政策と整合性が取れているか？ 
プロジェクトは日本の開発援助政策と整合性が取れているか？ 政策・ニーズとの整合性 
プロジェクトは受益者のニーズに対応しているか？ 
受益者の選定は適切か？ 
事業実施機関の選定は適切か？ 
プロジェクトのアプローチは上位目標・プロジェクト目標を達成する手段として適切か？ 

妥
当
性 

戦略・アプローチ 

JICA の技術力と経験は上位目標・プロジェクト目標を達成するのに十分か？ 
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評価設問 評価 
項目 大項目 小項目 

プロジェクト終了時までに、プロジェクト目標は達成されるか？ 
プロジェクト目標の達成予測 

プロジェクト目標の達成を促進・阻害する要因はあるか？ 
５つのアウトプットはプロジェクト目標を達成するのに十分か？ アウトプットとプロジェクト

目標との因果関係 アウトプットからプロジェクト目標に至るまでの外部条件は現在でも有効か？ 

有
効
性 

外部リソースの活用 プロジェクトは関係機関が持つリソースを有効活用したか？ 
アウトプットの達成度は十分か？ 

アウトプットの達成度 
アウトプット達成を促進・阻害した要因はあるか？ 
投入からアウトプットに至るまでの外部条件は現在でも有効か？ 

効
率
性 投入・活動・アウトプットの

因果関係 アウトプットを達成するための投入（時期、量・コスト、質）は適切か？ 
上位目標は達成されるか？ 

上位目標の達成見込み 
上位目標の達成を促進・阻害する要因はあるか？ 
政策・経済・社会文化的側面・環境への影響はあるか？ 

波及効果 
本プロジェクト実施による負の影響はあるか？ それを軽減する対策は取られているか？ 

イ
ン
パ
ク
ト 

因果関係 プロジェクト目標から上位目標に至るまでの外部条件は現在でも有効か？ 
治水分野における政府の政策支援はプロジェクト終了後も継続するか？ 

政策面 
FCSEC に対する政府の政策支援はプロジェクト終了後も継続するか？ 

組織面 上位目標達成のため、C/P 機関において必要な組織・人員・財政的な措置が行われるか？ 
本プロジェクトにより投入された資機材の維持管理は適切に行われるか？ 

技術面 
本プロジェクトで導入された治水関連技術は DPWH 内部で定着しているか？ 

自
立
発
展
性 

阻害要因 自立発展性に影響を与える負の影響はあるか？ 
 

2-2 情報・データ収集方法 
上記の評価デザインに従い、以下の情報源および情報・データ収集手法を用いて、PDM 記載事項

の実績に係る関連情報を収集した。 

・ R/D、M/M、PDM、P/O 等のプロジェクト計画文書 
・ 業務報告書・短期専門家報告書・出張報告書等のプロジェクト関連資料 
・ フィリピン政府の政策関連文書 
・ 日本人専門家・C/P への質問票および聞き取り調査 
・ パイロットプロジェクトサイトの視察 
・ 関係機関（DEO、LGU）への聞き取り調査 
・ その他プロジェクトによる記録及び成果品 

2-3 情報・データ分析方法 
上記の方法によって収集した情報をもとに、プロジェクトのアウトプット・目標の達成状況と実施

プロセスを確認し、評価 5 項目に沿った評価分析を行った。なお、評価 5 項目の概要は以下の通りで

ある。 

妥当性 

プロジェクトの目指している効果（プロジェクト目標や上位目標）が、評価を実施する時点に
おいて妥当か（相手国と日本側の政策との整合性はあるか、問題や課題の解決策として適切か、
受益者のニーズに合致しているか、など）、および、プロジェクトの戦略やアプローチが効果
をあげる方法として適切か、確認する。 

有効性 
プロジェクト目標の達成度合い、及びアウトプットがプロジェクト目標の達成度にどの程度結
びついているかを検討する。 

効率性 
投入から生み出されるアウトプットの程度が、タイミング、質、量の観点から妥当であったか、
当初計画を踏まえて分析する。 

インパクト 
上位目標の達成可能性を検討すると同時に、プロジェクトが実施されたことにより生じる正・
負の波及効果を、当初予期しなかった効果も含め検討する。 

自立発展性 
プロジェクト終了後、プロジェクトによってもたらされた成果や効果が持続されるか、あるい
は拡大されていく可能性があるかどうかを予想するために、政策・制度的側面、財政的側面、
技術的側面からプロジェクトの自立発展性の見込みを考察する。 
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第3章 プロジェクトの実績と現状 

3-1 投入実績 
プロジェクトが開始された 2005 年 7 月から 2010 年 2 月中旬までの日本側・フィリピン側の投入実

績は、以下のとおりである。なお、詳細については評価報告書 Annex IV を参照のこと。 

（1） 日本側の投入実績 

専門家 

長期専門家 6 名（2010 年 6 月のプロジェクト終了時までの投入総計は

170.2MM）および短期専門家 12 名（これまでの投入は計 59.5MM）が派

遣された。 
本邦研修 8 名の研修員が本邦での研修に参加した。 

資機材供与 
コンピューター、調査用資機材などが供与された。合計金額は 5,342,503
ペソ（約 114,364 米ドル）である。 

ローカルコスト 
現地業務費として合計 6,875,344.88 ペソ（約 147,176 米ドル）が支出され

た。 
 
（2） フィリピン側の投入実績 

C/P の配置 
2010 年 2 月現在の配置は、技術者 14 名および事務 7 名である。2005 年 7
月から現在までの延べ人員は 27 名である。 

ローカルコスト 
通常経費として合計 49,300,832 ペソ（約 1,055,353 ドル）、パイロットプ

ロジェクト経費として合計 53 百万ペソ（約 1,134,904 ドル）が支出された。

施設の提供 C/P 機関である FCSEC 内にプロジェクトの事務所スペースが確保された。
 

3-2 アウトプットの達成状況 
本評価の実施時点における各アウトプットおよび指標の達成状況は以下の通りである。 

アウトプット１ 
パイロットプロジェクトが、技術基準、指針、マニュアルを活用して実施される 
指標 達成状況 

1-1：少なくとも 3 パイロットプロジェクト

（護岸、水制、砂防ダム）が計画、設計、建

設、維持管理される 

二つのパイロットプロジェクトで治水に係る計画・設計・建設（護

岸、水制）が完了し、現在は維持管理が行われている。一つ（砂防

ダム）は建設中であり、プロジェクト終了時までに完成する予定で

ある。 
 

パイロットプロジェクトの「計画」・「設計」は、日本人専門家の指導・助言を得ながら FCSEC
技術者が担い、「建設」は日本人専門家・FCSEC 技術者の指導・助言を得ながら、当該地域の現場

事務所・建設業者が実施してきた。パイロットプロジェクトを統括する FCSEC 技術者によれば、パ

イロットプロジェクト実施に際して、JICA 治水・砂防技術力強化プロジェクト（2000 年～2005 年実

施）において作成された以下の技術指針・マニュアルが活用された。 

 TSG for planning and design, Vol.1: Flood control 
 TSG for planning and design, Vol.3: Sabo Works 
 Manual on flood control planning 
 Manual on design of flood control structures 
 Manual on non-uniform flow computation with HEC-RAS 
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 Manual on runoff computation with HEC-HMS 
 Typical design drawings of flood control structures 
 Manual on construction supervision of flood control projects 

 
また、本終了時評価の実施時点におけるパイロットプロジェクトの進捗状況は次の通りである。 

サイト 達成状況 
Kinanliman 川 工事完了（維持管理/モニタリング実施中） 
Digmala 川 工事完了（維持管理/モニタリング実施中） 
Santa Fe 川 M/S・F/S 完了（工事中） 

 
Kinanliman 川および Digmala 川の維持管理/モニタリングに際しては、DPWH 現場事務所の技術者

に加え、当該地域の市役所担当者も関与している。 

本プロジェクトの 大の特徴は、DPWH（FCSEC）の技術者が治水事業の全過程（すなわち、計画・

設計・建設/施工・維持管理）に直接関与した点にある。治水分野におけるこれまでの援助事業では、

援助機関が先進国のコンサルタントに計画・設計を依頼していたため、DPWH 技術者が治水事業の

M/P・F/S 策定作業を担うことはなく、フィリピン人技術者は計画・設計に係る知見を蓄積してこな

かった。本プロジェクトにおいて実施した Kinanliman 川の治水工事は、DPWH（FCSEC）技術者が

直接 M/P・F/S 策定過程に関与した 初の機会であり、事業実施を通じて、本パイロットプロジェク

トに従事した FCSEC 技術者は M/P・F/S 策定に係る知識と技術力を大幅に向上させた。 

アウトプット２ 
調査研究が、技術基準、指針、マニュアルの開発・改訂および治水・砂防の効果的な対策の評価のため

に実施される 
指標 達成状況 
2-1：技術基準、指針、マニュアルの改訂のた

めの提案が行なわれる 
2008 年 10 月に技術指針・マニュアル改訂作業のための技術作業部

会が結成され、現在に至るまで、提案・改訂作業が行われている。

2-2：実地の要求に即した適切な対応策が提言

される 
現場事務所・地方自治体からの要請に基づき、治水に係る実態調査

などの技術協力が実施され、提言が行われている。 
2-3：代替的な低価格の治水・砂防構造物が開

発される 
低価格の治水構造物の建設材料として、ソイルセメントが導入さ

れ、現場事務所への技術移転が行われている。 
2-4：技術基準、指針、マニュアルの使用・適

用に関する報告書が作成される 
技術指針・マニュアルの使用・適用に係る技術報告書が 4 種類作成

されている。 

 

08 年 10 月に技術指針・マニュアル改訂作業のための技術作業部会が結成され、現在に至るまで、

提案・改訂作業が行われており、また技術指針・マニュアルの使用・適用に係る技術報告書が 4 種類

作成されている。さらに現場事務所・地方自治体からの要請に基づき、治水に係る実態調査などの技

術協力が実施され、実地に見合った低価格の治水構造物の建設材料として、ソイルセメントが導入さ

れ、現場事務所への技術移転が行われている。このような状況に鑑み、成果指標はほぼ達成している

と考えられる。 

また、これまでに、治水構造物の効果や影響を評価するための水理実験が 6 回、低コスト治水構造

物の適性を評価するための実験が 4 回、その他の治水に関わる評価実験が 6 回、水理実験棟を利用し

て実施された。この中には、パイロットプロジェクトで提案された治水構造物の評価実験も含まれて

おり、その実験結果は、各パイロットプロジェクトの計画・設計・施工に反映されている。一連の実
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験を通じて、FCSEC 技術者は、実験に係る計画・設計・準備・データ収集の方法を習得し、日本人

専門家の指導なしに実験を行える水準に到達している（但し、複雑な実験の場合には、日本人専門家

の助言を必要とする場合もある）。 

なお、フィリピン政府の行政機構において、FCSEC は治水技術を取り扱う唯一の機関であり、昨

今、FCSEC の存在が広く認知され始めていることから、公共事業道路省の現場事務所や地方自治体

からの治水対策事業に係る調査依頼が増加している。以下は、現場事務所および地方自治体からの依

頼に応じた治水関連技術協力（Technical Assistance）の一覧である。 

年度 依頼先機関 調査内容 
2006 Province of Southern Leyte Landslide in Guinsaugon, St. Bernard 

2007 RO-V Field investigation for planning and implementation of urgent 
sabo and flood projects around Mayon volcano 

2008 Municipality of Buguey 
Province of Cagayan Massive erosion of the coastal areas along Buguey, Cagayan 

2009 DPWH 3rd Pangasinan DEO Flooding problem at urdaneta city, Pangasinan 
2009 DPWH Aklan DEO Flood damage in Aklan river 
2009 Province of Occidental Mindoro Study on sabo and flood control project on Amnay-Patrick river 
2009 Olongapo City F/S on the desilting/dredging of Kalaklan river Olongapo 

 
アウトプット３ 
研修プログラムを通じて DPWH 職員の治水・砂防に関する知識と技術が向上する 
指標 達成状況 
3-1：治水構造物の計画・設計研修を受講した少なくとも

100 事務所の技術職員の習熟レベルが向上する 
これまでに 111 事務所の技術職員が研修を受講した。

3-2：砂防事業の計画・設計研修を受講した少なくとも 40
事務所の技術職員の習熟レベルが向上する 

これまでに 45 事務所の技術職員が研修を受講した。 

3-3：治水・砂防プロジェクトの施工管理研修を受講した

少なくとも 100 事務所の技術職員の習熟レベルが向上す

る 

これまでに 107 事務所の技術職員が研修を受講した。

3-4：治水・砂防構造物の維持管理研修を受講した少なく

とも 100 事務所の技術職員の習熟レベルが向上する 
これまでに 109 事務所の技術職員が研修を受講した。

 
これまでに、4 分野 22 コースの研修事業が実施され、のべ 558 名の現場事務所技術者が参加し、

それぞれのコースで成果指標以上の事務所が受講している（下記一覧表参照）。加えて、プロジェク

ト終了時までに 2 コースが実施される予定である。研修は、当初、日本人専門家がコース内容を企画

したが、2 回目以降は FCSEC 技術者が企画実施を担っている。講師陣には、FCSEC 技術者・日本人

専門家に加え、パイロットプロジェクトの施工管理を担った現場事務所の技術者も加わっている。 

研修事業 コース日時 対象地域 参加 
事務所数

参加者数 

November 7-11, 2005 V 12 30 
August 14-18, 2006 VI 16 28 
July 9-13, 2007** IV-B &X 23 24 
November 5-9, 2007** VIII & XI 23 26 
September 15-19, 2008 IX & XIII 17 23 
August 17-21, 2009 VII & XII 20 21 

治水構造物計画・設計 
研修（講義） 

 Total 111 152 
August 21-22, 2008 V 12 25 
July 6-10, 2009 VI 13 23 
March 2010 IV-B   
May 2010 X   

治水構造物計画・設計 
研修（OJT） 

 Total 25 48 
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November 21-23, 2005 V 12 42 
September 4-6, 2006 VI 16 30 
July 18-20, 2007** IV-B & X 17 19 
November 14-16, 2007** VIII & XI 22 23 
September 22-24, 2008 IX & XIII 19 22 
October 14-16, 2009 VII & XII 21 24 

治水・砂防プロジェクト

施工管理研修 

 Total 107 160 
November 23-25, 2005 V 12 27 
September 06-08, 2006 VI 15 31 
July 20-22, 2007** IV-B & X 20 23 
November 26-28, 2007** VIII & XI 22 25 
Sep.29-Oct.1, 2008 IX & XIII 19 21 
Feb. 3-5 2010 VII & XII 21 23 

治水・砂防構造物 
維持管理研修 

 Total 109 150 
June 1-5, 2009 Nationwide 22 23 
November 16-20, 2009 Nationwide 23 25 砂防事業計画・設計研修 
 Total 45 48 

 
上記研修のうち、**印のコースについては、公共事業道路省の評価担当が研修実施 1 年後に事後

評価を行っている。評価は、研修参加者およびその上司に対して、質問票を用いて行われた。評価

対象 6 コースの全参加者は 140 人で、このうち、質問票への回答をした参加者は 103 名（74%）で

あった。このうち、現在も治水関連事業に従事していると回答した研修参加者は 80%であり、研修

参加により実務能力が向上したと回答した研修参加者の上司は 85％であり、多くの研修参加者が研

修成果を実務に活かしているものと考えられる。 
 
アウトプット４ 
DPWH のより効果的な治水行政機能のために、情報管理システムが構築される 
指標 達成状況 
4-1：データ共有と連携の改善のために他の関

係機関／組織とのネットワークが構築され

る 

治水構造物に係る全国規模のデータ収集に際しては 138 ヵ所の現

場事務所と連携し、データ共有は多様な政府機関と行っている。 

4-2：少なくとも年に 1 回、治水・砂防行政に

関する調整会議、セミナーが他の関連機関／

組織と共同で開催される 

治水・砂防技術に関するパイロットプロジェクトの知見を共有する

ため、これまでに 2 回のセミナーが開催されている。 

4-3：十分なデータ、情報が収集、分析され、

データベースに蓄積される 
全国 138 ヵ所の現場事務所のデータが収集・分析され、データベー

スに蓄積されており、データの更新も行われている。 

4-4：年次報告書が年末に提出され、FCSEC
ニュースレターが年に 2 回発行される 

四半期毎に報告書が NEDA に提出されている。また、これまでに 4
冊のニュースレターが発行されている。 

 
治水構造物に関する全国規模のデータ収集を目的として、FCSEC は地域毎の行政地図を全国 138

ヵ所の現場事務所に配布し、担当区域内にある治水構造物の位置と種類等に関する情報を 2006 年末

までに収集した。2009 年には、情報更新のため 180 以上の現場事務所に対して質問票を送付し、62%
の事務所から回答を得た。これらのデータは、エクセルファイル形式で電子保管されており、図面お

よび写真についてはハードコピーが保管されている。なお、データの更新は 2～3 年毎に行われる予

定である。 

FCSEC にある図書室は、以前、資料整理が行われていなかったが、現在では、全資料が項目ごと

に整理されており、また、電子情報化が行われ、検索システムが構築されている。 

また、PDM１に沿った治水技術に関する情報共有・提供として、これまでに以下の活動が実施さ

れている。 
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 パイロットプロジェクトにおいて建設する治水構造物の水理実験結果を広く共有するため、

FCSEC はセミナーを 2 回開催した。このセミナーには、公共事業省各局、NEDA、気象庁、NWRB、
PHIVOLCS、地方自治体、大学、NGO の関係者が参加した。 

 FCSEC 技術者は、他機関（NDCC、NEDA、気象庁、NWRB、PHIVOLCS、EMB、フィリピン大

学）が開催するワークショップ・セミナーに参加し、治水技術に関する知見を共有した。 
 これまでにニュースレターを 4 回発行した。 
 プロジェクト進捗に関する四半期毎の報告書を NEDA に提出してきた。 
 National Flood Management Framework Plan を策定し、2006 年 2 月 28 日の NDCC 閣僚会合で発表

した。 
 治水分野の国際機関である ICHARM（本部：筑波）と覚書を交わし、情報の共有、FCSEC 技術

者の能力向上を進めることで合意した。なお、現在、FCSEC技術者1名が、「Water-Risk Management 
Course of Disaster Management Policy Program」の研修生として ICHARM に派遣されている。 
以上のことから情報管理システムの構築の成果目標は達成していると考えられる。 

 
アウトプット５ 
治水・砂防技術分野に関する技術および組織の発展を確保するための内部支援メカニズムが構築される
指標 達成状況 
5-1：本プロジェクトの目標・上位目標の達成

を支援する決定が合同調整委員会で承認さ

れる 

合同調整委員会では、FCSEC 恒久化に関する議論が行われてきた

が、正式な決議は採択されていない。 

5-2：本プロジェクトの達成を持続するための

計画書が DPWH の中枢に提出され承認され

る 

DPWH 合理化計画において、DPWH 中枢は FCSEC の恒久化を盛り

込んだと報告されているが、これまでのところ、FCSEC 恒久化の

承認を示す DPWH 文書は発行されていない。 
 

治水行政における FCSEC の発展を確保するため、合同調整委員会およびテクニカルワーキンググ

ループ（TWG）などの内部メカニズムが作られた。合同調整委員会は、プロジェクト全体のモニタ

リングを目的とし、これまでに会合が 6 回開催されている。計画局の次官補が議長を務め、DPWH
内の主要部局（計画局、設計局、研究・基準局、維持管理局）もメンバーとなっている。一方、TWG
は、パイロットプロジェクトの実施に係る諸問題について議論することを目的とし、これまでに会合

が 8 回開催されている。メンバーは DPWH 主要部局であり、パイロットプロジェクトの実施に係る

諸情報を DPWH 内でタイムリーに共有する役割を果たしてきた。 

2008 年、DPWH は全国 12 河川流域の M/P・F/S 策定作業への取り組みを開始した。現在、この作

業は治水分野における DPWH の主要調査事業となっている。2010 年 2 月 1 日、DPWH は通達によっ

て当該 M/P・F/S 策定作業に係る運営委員会・技術諮問部会を設置し、運営委員会の委員長は計画局

次官補、副委員長は FCSEC 所長であり、技術諮問部会の部会長は FCSEC の部長、さらに技術者 1
名がメンバーとして参画している。このことから、フィリピン政府の治水行政を担当している上位機

関である DPWH の中で FCSEC が重要なポジションを担う政策決定が成されていると言える。 

一方で、FCSECは、DPWHの組織体制の中でProject Management Officeという位置づけであり、基

本的には、恒久化された組織ではないという前提である。この状況を改善するため、FCSEC・プロ
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ジェクト・日本大使館は、合同調整委員会において、DPWH合理化プロセス1においてFCSECの恒久

化を確立するよう常に意見を表明してきたが、2010 年 2 月時点において、実現されていないため、

引き続き恒久化にかかる必要性や重要性について申し入れることが必要となる。 

3-3 プロジェクト目標の達成状況 
本評価の実施時点におけるプロジェクト目標および指標の達成状況は以下の通りである。 

プロジェクト目標 
DPWH の治水行政機能が、研究開発、研修、情報管理システム、パイロットプロジェクトの実施および

内部支援システムの構築により強化される 
指標 達成状況 

1： FCSEC の提言を反映した DPWH の政策・

規定 

FCSEC の治水行政に係る政策提言を反映した国レベルにおける

DPWH の政策・規定は発表されていないが、DPWH の中で治水分

野に係る重要なポジションを担う FCSEC の能力は強化された。 
2：地域・地区事務所における技術基準、指

針、マニュアルの利用状況 
現場事務所のいくつかは、FCSEC が策定した技術指針・マニュア

ルを利用している。 
 

フィリピンにおけるこれまでの治水行政は、豪雨時の流量予測や河川の特徴に即した治水対策の検

討を行っておらず、計画なしに治水構造物を建設してきたというのが実情である（FCSEC技術者に

よると、この状況は、大半の現場事務所において現在も同様である）。本プロジェクトでは、パイロ

ットプロジェクトの実施を通じてM/PおよびF/S策定を 3 河川で実施し、FCSECの担当技術者は、計

画策定から治水構造物の設計・施工・維持管理までの全工程を担ってきたため2、小規模河川の治水

対策であれば、自らの判断で一連の作業を主導していける段階にまで技量が向上している。特に、パ

イロットプロジェクト（アウトプット１）および調査研究（アウトプット２）を担当した技術者の技

量はプロジェクト実施を通じて飛躍的に向上している。また、2002 年に竣工した水理実験棟におけ

る実験研究では、特定のFCSEC技術者が日本人技術者からの指導を一貫して受け続けてきたことに

より、通常の水理実験であればFCSEC技術者が独自で実験の計画、設計、建設、実施、データ収集・

分析を行える段階にまで到達している。 

また FCSEC が策定した技術指針・マニュアルの使用状況を確認するため、現場事務所に対して質

問票を送付した。調査期間の制約から、調査団の訪問時点における回答数は 10 であり、回答数が少

ないため全国の平均的実態を表しているとは言い難いが、10 の回答のうち、8 の現場事務所が一つ以

上の技術指針・マニュアルを参照しているとの回答があった。また三つのパイロットプロジェクトの

現場事務所では、本マニュアルを活用してそれぞれの治水構造物建設が実施されており、FCSEC が

策定した技術指針・マニュアルが適切な治水構造物建設のために現場事務所で活用されている実情は

あるものと推察される。なお DPWH 省令 28 号（2005 年）では、治水行政に関わる DPWH 技術者に

対して本マニュアルの使用を義務付けている。 

                                                        
1 DPWH合理化計画は、2004 年 10 月に公布された省令を根拠としたもので、効率的な行政を目指すため、組織のスリ

ム化を行う計画である。 
2 治水とは、自然物である河川を対象とした工学であることから、効果的かつ効率的な治水を行うためには、常に生

成変化する河川を観察・考察して個々の河川の特性を把握し、構造物に関わる現実の河川の現象をより深く極め、よ

りよい技術のあり方を常に模索する態度が求められる（高橋裕、1990、「河川工学」、東京大学出版会）。このよう

な姿勢・技術力を持つ技術者を養成するためには、計画・設計・施工・維持管理という一連の流れに関する統一的な

知識を身につけ、これらの知識を長年に亘って実践した経験を培うことが極めて重要である（中村伸也、投稿中、フ

ィリピン雑感、「国建協情報」）。 
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このようなことから、フィリピン政府（DPWH）の治水行政において技術的蓄積を担う唯一の組織

である FCSEC の技術水準は、治水行政の政策決定に影響を及ぼす主要因の一つになるまで到達して

おり、この調査結果を勘案するとプロジェクト目標は達成されていると判断できる。 

3-4 上位目標の達成見込み 
本評価の実施時点における上位目標および指標の達成見込みは以下の通りである。 

上位目標 
FCSEC で作成した技術基準、指針、マニュアルに沿って、より効果的かつ適切に設計された治水・砂

防構造物／施設が DPWH によって実施される 
指標 達成状況 
1：FCSEC によって考案・作成された技術基

準、指針、マニュアルに準拠して新たに設

計・建設された治水・砂防構造物／施設の数

少なくとも、4 ヵ所の現場事務所において、FCSEC が作成した技術

指針・マニュアルに準拠した治水構造物が建設されている。 

2：FCSEC の提言を反映した災害軽減計画 FCSEC は National Flood Management Framework Plan を NDCC 閣僚

会合で発表したが、当該計画が承認されるには至っていない。 
 

Kinanliman 川のパイロットプロジェクトを担当したケソン第一現場事務所では、パイロットプロジ

ェクト終了後、技術指針・マニュアルに沿った治水構造物の建設を独自に行っている。当該現場事務

所がパイロットプロジェクト以前に建設した堰堤は、計画・設計を行わず、他河川の堰堤設計図を使

用していたことを考えると、パイロットプロジェクト実施の結果、ケソン第一現場事務所の技術者は、

技術指針・マニュアルを使いこなす技量を着実に高めたと言える。 

以下の表は、FCSECが策定した技術指針・マニュアルに沿って治水構造物の建設が行われた事例

の一覧である。上記 3-3同様、現場事務所に送付した質問票の回答（サンプル数 10）に基づくもので

あり、本終了時評価ではこれらの現場事務所を訪問していないため、各事業における計画・設計の内

容については定かではない。 

 
現場事務所 事業名 使用した技術指針・マニュアル 

Construction of flood control at Lugait river Manual on design control structures 
Construction of Opol flood control Manual on flood control planning 
Construction of Napaliran revetment Determination of design discharge 

Region X 
Bulua 

Hydrologic analysis of proposed bridge River planning / Runoff analysis 
Hubangon river control Implementation and design 
Agono river control Implementation and design 
Mahmog line canal Implementation and design 
Construction of slope stabilization TSG Vol.IV 
Napanran flood control TSG Vol.I 
Santa Ines flood control TSG Vol.I 
Nedina flood control TSG Vol.I 

Region X 
Gingoon 

Ginedog flood control TSG Vol.I 
Maasin river control Manual on construction supervision Region VIII 

Southern Leyte Ilag road slip Manual on construction supervision 
Region I, Ifugao Lawig river control Manual on design 

 
技術指針・マニュアルの初版が 2005 年までに配布されていることを考えると、現在の状況は十分

に普及したとは言えない状況である。しかし、FCSEC の技術力が飛躍的に高まり始めたのはパイロ

ットプロジェクトを開始した 3 年前からであり、今後、FCSEC の知名度向上と並行して、FCSEC 策

定の技術指針・マニュアルを活用した治水構造物の建設数は徐々に増加していくものと考えられる。 
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一方でFCSECは、National Flood Management Framework Planを策定し、2006 年 2 月 28 日のNDCC3閣

僚会合で発表したが、本計画は正式な承認を得るには至っていない4。現在、FCSECはProject 
Management Officeという位置づけということもあり、FCSECが継続して治水分野に係る政策提言を

行うためにも、まず組織の恒久化が必要であると考えられる。 

3-5 プロジェクトの実施過程について 

3-5-1 活動進捗 
プロジェクト活動は、当初計画よりも遅延が見られるものの、 終的には予定通りに完了するもの

と見込まれる。主な遅延の理由は以下の通りである。 

 C/P の不足：当初計画では、フィリピン側の C/P として 17 名の技術者が配置される予定であっ

た。しかし、常時配置されていた技術者は 11～12 名であり（2010 年初頭に 3 名増員され、現在

は 14 名）、その結果、プロジェクト活動の進捗は全般的な遅延を余儀なくされた。 
 予算措置の遅れ： 終的に、フィリピン側の予算は当初計画通りに執行される見込みであるが、

これまで、財務省による予算執行令の公布が常に遅れてきたため、プロジェクト活動の遅延に

つながった。特に大きな影響を受けたのがパイロットプロジェクトである。Kinanliman 川およ

び Digmala 川の事業は遅延しながらも既に施工は完了しているが、Santa Fe 川の砂防ダム施工に

ついては、2009 年 10 月に予算の一部執行を認める予算執行令が公布されたばかりであり、現在

人員を集中させて施工中となっている。 

3-5-2 プロジェクト運営 
フィリピン人技術者・日本人専門家の間でコミュニケーションギャップが生じることはなく、プロ

ジェクトの運営・モニタリングは極めて適切に行われてきた。具体的には、日常的に行われるインフ

ォーマルなコミュニケーション、毎月開かれるフォーマルな会議、パイロットプロジェクトや水理実

験などの現場作業を通じた実務的コミュニケーションにより、意思疎通が円滑となり、相互信頼関係

が醸成されてきた5。 

3-5-3 中間評価における提言へのフォローアップ状況 
本プロジェクトの中間評価では４つの提言が行われたが、各々の提言への取り組み状況は次の通り

である。 

 C/P 増員：DPWH は 2008 年 7 月に C/P を 3 名増員し、2010 年 1 月／2 月に 3 名増員した。一方、

パイロットプロジェクトへの C/P 増員は行われていない。 
 パイロットプロジェクト予算：5 千万ペソの予算はすべて承認されたが、執行時期は遅れている。 
 FCSEC の恒久化：2010 年 2 月現在において実現されていない。 

                                                        
3 災害に関するフィリピン政府の調整機構は国家災害調整委員会（NDCC）である。NDCCは、防衛大臣を長とし、関

係省庁の長がメンバーである。 
4 FCSECスタッフによると、本計画の担当行政は、その後、FCSEC/DPWHからDENRに移管されている。 
5 この点については、日本人専門家・C/P双方からの質問票回答が顕著に示している。日本人専門家は、大半のC/Pが
真摯に治水業務に従事していることを高く評価し、C/P側も日本人専門家による技術移転が非常に有効であることを

高く評価している。 
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 水理実験棟の利用：FCSEC は、大学など、外部組織に水理実験棟の利用機会を提供してきた。

但し、水理実験は、一度の実験に 2～3 か月程度の準備期間を要するため、利用頻度は必然的に

限られてくる。 

3-6 貢献・阻害要因の総合的検証 
プロジェクトの効果発現に貢献した要因： 

 FCSEC の技術者は、大半が前フェーズより JICA の技術協力プロジェクトに従事してきたスタ

ッフであるため、本プロジェクトの開始時点において、既に一定程度の技術的知見を保持して

いた。このため、現場でのパイロットプロジェクトは技術者が既に持っていた知見を実践する

場として機能し、彼らの能力を効率的に向上させることに繋がった。 
 本プロジェクトの日本人専門家は、独立したプロジェクト事務所を設けるのではなく、C/P 機関

である FCSEC の事務所内に机を構えてプロジェクトを実施するという体制を取った。このため、

日本人専門家と C/P 間のコミュニケーションは極めて良好に行われ、C/P が日常的に得る専門家

からのアドバイスは、彼らのモチベーションを保つことに貢献した。 
 
プロジェクトの効果発現を阻害した要因： 

 上述したように、C/P の不足および予算措置の遅れは、プロジェクトの進捗に負の影響を与えて

きた。また、FCSEC の恒久化が実現されていないため、技術者は正規職員になることができず、

彼らのモチベーションに悪影響を与えてきた。 
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第4章 評価結果 

評価調査団は、本終了時評価の全調査活動を通じて得られた情報を基に、プロジェクトの妥当性、

有効性、効率性、インパクト、自立発展性について検討した。その結果、評価団として以下のような

判断を下すことで合意した。 

4-1 妥当性 
本プロジェクトは日比両国の政策に合致し、適切なアプローチを採用していることから、妥当性は

極めて高いと判断した。具体的な根拠は以下の通りである。 

（1） フィリピンは洪水・斜面崩壊・土砂流出などの災害が極めて多い国であり、毎年、700 名以上

の人命が失われ、被害額は 80 億ペソに上ると推定される。これらの損失を抑えるためには、

治水行政が適切に機能することが極めて重要である。 
（2） プロジェクト目標・上位目標は、フィリピン政府の国家政策に合致している。第一に、中期公

共投資プログラム（2005-2010 年）において、治水分野への投資は 10 の主要戦略の一つとなっ

ている。第二に、DPWH 戦略計画（2004-2010 年）において、FCSEC の治水業務は DPWH の

主要戦略の一つとして位置づけられている。 
（3） 本プロジェクトのターゲットグループは DPWH の技術者であるが、これは DPWH の治水行政

機能を強化する上で非常に有効である。適切な治水行政を遂行するためには、治水計画・設計・

施工・維持管理のすべてにおいて知見を持つ人材が欠かせないが、これまで、DPWH はこの

ような人材育成を行ってこなかった。その結果、特定河川における適切な治水対策は何か、と

いう課題に妥当な解答を示せる人材は育たず、場当たり的な治水構造物建設が全国で繰り返さ

れてきた。その意味で、総合的な知見を持つ治水技術者を育成する本プロジェクトの意義は極

めて高い。 
（4） 本プロジェクトでは、パイロットプロジェクトや研究調査などの諸事業を FCSEC 技術者がイ

ニシアチブを取って実施するというアプローチを採用した。治水分野における過去の援助事業

を見ると、治水計画・設計は外国人コンサルタントが実施し、フィリピン人技術者は施工管理

の一部を担うに過ぎなかった。このため、治水に関する技術向上に繋がらなかった。本プロジ

ェクトでは、一貫して FCSEC 技術者の On-The-Job Training が実施されてきており、プロジェ

クト目標を達成する上で妥当なアプローチであると考えられる。 
（5） プロジェクト目標・上位目標は、日本政府の対フィリピン援助政策に合致している。2008 年

に策定された対フィリピン国別援助計画では、4 つの重点分野が示されているが、「環境保全

と防災」はそのうちの一つに位置づけられている。さらに、「治水・砂防インフラの整備・維

持管理について支援する」と明記されている。 

4-2 有効性 
本プロジェクトは 5 つのアウトプットが一部を除いて概ね達成されていること、また以下に挙げる

事由から、有効性は高いと判断した。 

 3-3（1） 本プロジェクトの目標はDPWHにおける治水行政機能強化であるが、上記 で述べたように、

FCSEC技術者の能力向上は顕著であり、その意味において、DPWHの治水行政機能は着実に強
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化されていると結論づけられる。特に、治水計画・設計に係る知識と技量、水理実験、研修実

施、治水構造物に関する情報管理については、プロジェクトを実施した 5 年間での改善が目覚

ましい。 
（2） 5 つのアウトプットの中でも、特にアウトプット１のパイロットプロジェクト、アウトプット

２の水理実験、技術指針・マニュアル改訂作業、現場事務所・地方自治体への技術援助、およ

びアウトプット３の研修がプロジェクト目標の達成に大きく貢献した。またアウトプット４及

び５を通して、一部成果目標を達成していない部分もあるが、その活動過程において内部支援

システムが構築され、プロジェクト目標の達成に貢献した。 

4-3 効率性 
本プロジェクトは、投入において一部課題があったものの、アウトプットは概ね満足できる水準で

あることから、効率性は高いと判断した。具体的な根拠は以下の通りである。 

日本側の投入に関わるもの： 
アプトプット１のパイロットプロジェクト実施に際して、本プロジェクトでは、FCSEC 技術者に

対する技術移転のため、日本人専門家が FCSEC 技術者に助言・指導を行い、FCSEC 技術者が現場事

務所の技術者を指導するという方法を取った。この方法は、FCSEC 技術者が、学ぶと共に指導する

という二つの役割を同時に担うことにより、知識の習得および技量の向上を効率的に進めることに繋

がったと考えられる。 

フィリピン側投入に関わるもの： 
 3-5上記 で述べたとおり、本プロジェクトではC/Pの不足および予算執行の遅れという投入の問題が

あったが、配置されたC/P及び日本人専門家の関係が良好であり、上記の通り効率的にプロジェクト

が実施できたため、本プロジェクトのアウトプット１～４は十分に達成され、アウトプット５につい

ても一定の成果が確認されている。一方で、FCSECはProject Management Officeであるため、C/P技術

者の待遇も所長・部長を除いて契約ベースであり、現在の技術者ポストがプロジェクト終了後も継続

して維持されるという保証はないため、FCSEC技術者がプロジェクトで得た成果を継続するために

も早急な改善が必要となっている。 

4-4 インパクト 
本プロジェクトによる正の波及効果は多分野にわたり、一方で、負の波及効果は生じていないこと

から、本プロジェクトのインパクトは高いと判断した。実際に観察された正の波及効果は以下の通り

である。 

 3-4（1） 上記 で述べたように、パイロットプロジェクトを実施したケソン第一現場事務所では、習

得した技術を用いて独自に治水構造物の建設を行っており、他の現場事務所においても、少な

くとも 4 ヵ所において技術指針・マニュアルを参照して治水事業が実施されている。これらは、

プロジェクトの直接的な働き掛けによるものではなく、プロジェクトの成果を、現場事務所が

自主的に利用しているものである。 
（2） プロジェクト期間中において、DPWH が行う全国 12 河川流域の M/P・F/S 策定作業において

FCSEC が中心的な役割を担うことが決定された。これは、FCSEC が治水行政の中核的組織と

して主要な役割を担うことを上位機関である DPWH によって決定されたものと言える。 
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（3） Kinanliman 川のパイロットプロジェクトでは、三つの波及効果が観察された。一点目は、現場

事務所の技術者が、治水計画・設計・施工・維持管理という一連の作業に関する知識を習得し、

技量を高めたこと。二点目は、2009 年 9 月 26 日の大規模台風の際にも洪水が発生せず、近隣

住民は避難さえする必要がなかったことから、彼らはプロジェクトを高く評価していること。

三点目は、市役所の技術担当者も FCSEC による技術的支援を高く評価し、維持管理における

協力を検討していることである。 
（4） Santa Fe 川のパイロットプロジェクトでは、ソイルセメントという低コストかつ環境への負荷

が低い材料が使用された。パイロットプロジェクトを担当する現場事務所は、ソイルセメント

の経済性を高く評価し、他の治水事業においてもソイルセメントを材料として使用することを

検討している。また、ソイルセメントの有効性は、セミナーなどを通じて他の現場事務所にも

共有されつつあり、国内で広く使用される可能性が芽生えつつある。 

4-5 自立発展性 
本プロジェクトを通じて得られた成果の自立発展性について、現時点（2010 年 2 月）での判断は

困難である。これは、FCSEC が DPWH の中で恒久的組織として位置づけられるか否か、が定かでは

ないことによる。FCSEC の恒久化が実現した場合、技術者の立場は契約職員から正規職員となり、

かつ中長期にわたる戦略的な技術者育成が可能となるため、自立発展性は高まる。一方、恒久化が実

現しない場合、プロジェクト終了後も、恐らく2～3年は12河川のM/PおよびF/S作業のためにFCSEC
組織は存在し続けられると推測されるが、その後については不明である。場合によっては、FCSEC
は解散し、これまでに蓄積された知見および技能が離散してしまう可能性もある。このような事態が

想定されるとしたら、自立発展性は極めて低いと言わざるを得ない。 

また、たとえFCSEC組織の恒久化が実現したとしても、DPWH合理化の過程で技術者のポストが減

ることは必須である。この際、上記 3-3で述べたようなプロジェクトを通じて技量を高めた熟練技術

者がFCSECの正規職員として残ることが肝要である。FCSECの組織恒久化が実現しても、高い技量

を持つ熟練技術者がポストを得られない場合には、これまでに得られた成果は流出することとなり、

高い自立発展性は持ち得ない。 
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第5章 結論 

終了時評価実施時点において、アウトプットおよびプロジェクト目標の達成度は概ね十分な水準に

達している。また、5 項目評価についても、自立発展性を除き高いという判断となった。前プロジェ

クトから継続した支援により、FCSEC 技術者の知識・技量が大幅に向上、定着したのみならず、パ

イロットプロジェクトを通じて計画・設計・施工・維持管理の全過程を理解し、なおかつ地方の技術

者に対して技術的指導が可能な人材が誕生したという点である。彼らの存在は、フィリピンにおける

治水行政において真に貴重な財産であると言えよう。 
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第6章 提言と教訓 

6-1 提言 
評価結果を踏まえ、本終了時評価団はプロジェクト関係者に対して以下の提言を行った。 

 政策的側面：FCSEC の持つ知見・技術を、プロジェクト終了後も永続的に治水行政の中で活か

すため、DPWH および政府関係機関は FCSEC の組織恒久化を実現する。 
 

 組織的側面：技術者の能力向上を実現するため（下記参照）、DPWH は適切な数の技術者ポス

トを FCSEC に割り当て、事業予算を確保する。さらに、これらの技術を組織内で保持するため、

熟練技術者および中堅・若手が共に事業に携わり、技術が着実に次世代へと受け継がれていく

システムを構築する。 
 

 Master Plan および Feasibility Study：FCSEC 水理実験棟の有効活用のため、DPWH は、全国 12
河川の M/P・F/S 策定過程において、水理実験による治水構造物試験の実施予算を計上する。 

 
 技術的側面：治水計画から設計・施工・維持管理までの全工程についての知見・技術を持つ技

術者を育成するため、FCSEC および DPWH は、各技術者が河川事業において計画から維持管理

までを担当できるような人事システムを構築する。また、この過程において、技術者はコンサ

ルタントに業務を一任するのではなく、自ら現場に足を運んで調査に参画し、図面を描き、施

工・維持管理の陣頭指揮を執る機会を設ける。 
 

 日本人専門家による技術支援：全国 12 河川の M/P・F/S 策定作業において、FCSEC は全般的な

作業監理をする立場にあるが、当該 12 河川の流域規模は本プロジェクトが対象としたパイロッ

トプロジェクトの河川規模よりも大きいため、場合によっては、FCSEC 技術者の知見・技術で

は対応できないケースが発生する可能性もあり得る。このような事態に備え、JICA は、必要に

応じて日本人専門家による FCSEC 技術者への助言が行えるよう調整しておく。また、このよう

な役割を担う日本人専門家は、治水に関する総合的な技術的知見を保持すると同時に、FCSEC
技術者との間に信頼関係を築くコミュニケーション能力を持つ人材とする。 

6-2 教訓 
本プロジェクトの経験を通じ、類似の他案件にも適用し得ると考えられる教訓は以下のとおり。 

 水対策のような自然物である河川を対象とした技術には、個々の河川の特性や構造物に関わる

河川の現象を把握し、個々の河川に応じた柔軟な対応・技術力が求められる。そのためには、

計画・設計・施工・維持管理という一連の流れに関する系統的な知識を身につけ、これらの知

識に基づいた実践経験を培うことが重要となる。特に FCSEC のように国の治水行政において技

術の指導的立場にある組織には、治水計画・設計・施工・維持管理のすべてにおいて知見を持

つ人材が必要であり、このような総合的な知見を持つ治水技術者を育成するためにも、プロジ

ェクトを通して一連の作業において実践的経験を培うことが重要となる。 
以上 
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